
中小企業向け支援制度 合同説明会（広島会場）

令和６年度補正及び令和７年度当初予算関係
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1．中小企業の現状
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中小企業・小規模事業者の企業数・従業者数・付加価値額

企業数（2021年） 従業者数（2021年） 付加価値額（2020年）

中小企業は全企業の約99.7％ 中小企業の従業者は全体の約70％ 中小企業の付加価値は全体の約56％

我が国の経済・雇用を支える中小企業

⚫ 中小企業は雇用の７割を担い、日本経済の屋台骨。中小企業の発展が日本経済と
地域社会を支えていく。

図

資料：総務省・経済産業省「令和3年年経済センサス‐活動調査」再編加工

(17.0%)
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（出所）東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」より作成。

倒産件数の推移（2024年９月時点）

14,732
件

13,065
件

10,536
件

16,146
件

9,053件8,631件

6,880件

• 2024年の倒産件数は、2012年以来、1１年ぶりに10,000件台に増加し、前年比で
15.1％増。

• 2024年12月の倒産件数は842件（前年同月比3.95%増）。2024年8月～10月は、前
年同月を下回ったものの、2024年11月，12月は前年同月を上回った。物価高や人件費
上昇等のコストアップ要因、金利動向等も踏まえて今後の動向を注視する必要あり。
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⚫ 2023年度の設備投資計画（全規模全産業）は、過去最高水準の伸びを記録した2022
年度に次ぐ水準の伸びで、増加する見込み。

⚫ 他方、経団連が目標とする設備投資額115兆円(2027年度)を達成するには、この拡大の継
続が不可欠。昨年12月、政府として「国内投資促進パッケージ」を取りまとめた。総理から、「国
内投資拡大のための官民連携フォーラム」において、官民連携でこの目標を達成すると表明。

国内投資：設備投資は今年度も増加傾向

民間企業設備投資額の推移と経団連目標

(注)（左）「過去平均」 は、2016年度～2018年度の平均値。ソフトウェア投資額・研究開発投資額を含み、土地投資額を含まない。
（右） 1980年～1993年までは2015年基準支」（12月13日公表）出側GDP系列簡易遡及値を利用。

(出所）（左)日本銀行「全国企業短期経済観測調査
(右)内閣府「国民経済計算」「政府経済見通し」、令和５年4月6日「国内投資拡大のための官民連携フォーラム」経団連十倉会長提出資料を基に作成。

企業の設備投資計画額の推移（前年度比）
前年度比(％） (兆円)
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※2023年度：102.4兆円

※2024年度：104.8 兆円

（政府経済見通しの「見通し」）
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（％）

（出典）日本労働組合総連合会「春季生活闘争回答集計結果について」

賃上げ：30年ぶりの水準の継続

⚫ 2023年の春季労使交渉賃上げ率（最終集計結果）は3.58%と、1993年以来30年ぶりの
高い伸び。他方、物価上昇に伴い実質賃金はマイナス圏で推移。

⚫ 2024年の春季労使交渉賃上げ率は、直近の集計では、5.10％（中小組合は4.45%）。
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全規模

中小組合

※１：調査対象は、連合加盟企業の組合。中小組合は、組合員数300人未満の組合。
※２：賞与等を含まない月例賃金ベース。平均賃金方式（集計組合員数による加重平均）の集計。各年度の最終回答集計結果。
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（出所）２０２４年２月 日本商工会議所・東京商工会議所「中小企業の人手不足、賃金・最低賃金に関する調査」を基に経済産業省作成。

中小企業における「防衛的な賃上げ」

⚫ 日商調査によると、2024年度に「賃上げを実施予定」と回答した企業は6割を超えている一方、賃上げを実施す
る企業のうち6割以上が「防衛的な賃上げ（業績の改善がみられないが賃上げを実施予定）」となっている。
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最低賃金引上げの影響を受けた中小企業

⚫ 2023年10月の最低賃金引上げ（全国加重平均43円：961円→1,004円 ※過去最高）を受け、「最低
賃金を下回ったため、賃金を引上げた」企業は約4割であり、引き続き高い水準。

⚫ 業種別でみると、介護・看護業（61.5％）、宿泊・飲食業（58.7％）、小売業（54.1％）で最低賃金
引上げの直接的な影響を受けた企業の割合が5割を超える。

（出典）「中小企業の人手不足、賃金・最低賃金に関する調査」集計結果（2024年2月14日：日本商工会議所・東京商工会議所）

【全体集計】 【業種別集計】 n=2,977 ※業種無回答除く
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（参考）日米英の企業物価指数・消費者物価指数の推移比較

⚫ 日本は欧米ほどには消費者物価指数が伸びておらず、企業物価指数との乖離が大きい特徴がある。
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（参考）国内投資の増加は賃金上昇につながる

（注）実質賃金（縦軸）は総雇用者報酬（実質値）を従業者数で割り、「正規労働者の平均労働時間/全労働者の平均労働時間」を乗じたもの。すなわち労働者の平均労働時間の変化に伴う影響を取り除いた推
移を示している。民間設備投資（横軸）は住宅を除く民間設備投資の実質値。
（出所）OECD statより経済産業省作成

国内投資の増加は、労働生産性の向上を通じて賃金上昇に繋がる。

日本は、設備投資と賃金の両方とも上昇率が低い。

賃金と民間設備投資の相関図(1991-2021の年平均増減率)
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労働分配率の推移（企業規模別）

中小企業の賃上げ原資の確保に向けた「稼ぐ力」の強化

従業員一人当たり付加価値額(労働生産性)の推移

⚫ 中小企業の労働分配率は大企業に比べて非常に高く、既に80％超えており、労働生産性も低迷。

⚫ 中小企業の賃上げの原資を確保するには、国内外の需要開拓や新分野展開のための成長投資、省力化や
デジタル化など生産性向上のための投資を通じて、「稼ぐ力」を伸ばすことが必要。

■小規模企業 ■中規模企業 ■大企業

資料：財務省「法人企業統計調査年報」
（注）
１．ここでいう大企業とは資本金10億円以上、中規模企業とは資本金１千万円以上１億円未満、小規
模企業とは資本金１千万円未満とする。
２．ここでいう労働分配率とは付加価値額に占める人件費とする。
３．付加価値額＝営業純益（営業利益ー支払利息等）＋人件費（役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋
従業員賞与＋福利厚生費）＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課。
４．金融業、保険業は含まれていない。

■中小企業製造業 ■中小企業非製造業 ■大企業製造業 ■大企業非製造業

資料：財務省「法人企業統計調査年報」
（注）
１．ここでいう大企業とは資本金10億円以上、中小企業とは資本金１億円未満の企業とする。
２．平成18年度調査以前は付加価値額＝営業純益（営業利益ー支払利息等）＋役員給与＋従業員給与
＋福利厚生費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課とし、平成19年度調査以降はこれに役員
賞与、及び従業員賞与を加えたものとする。
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2．中小企業・小規模事業者向け経済対策・補正予算
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2．中小企業・小規模事業者向け経済対策・補正予算

(生産性向上)
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・

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）
事業目的

中小企業は、物価高や賃上げ・最低賃金引上げ、人手不足、制度対応等の事業環境変化に対応し、

それらの”稼ぐ力”を強化する必要がある。こうした”稼ぐ力”を伸ばすためには、成長志向の中小企業によ

る飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向上を促すことが重要であり、それらの成長投資や

革新的な製品・サービスの開発、販路開拓、海外展開、Ｍ＆Ａ、人材育成等をハード・ソフトの両面で

支援する。

成果目標

各事業を通じて事業者の成長や生産性向上を促し、事業終了後の生産性、
給与支給額等の向上を目指す。

事業概要

成長志向の中小企業による飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向上を実現するため、

以下の事業を実施する。

（１）中小企業成長加速化支援事業（中小企業成長加速化補助金）

売上高100億円を目指す成長志向型の中小企業の潜在的な投資を最大限引き出すため、大胆な設

備投資を支援する。また、新事業・新分野進出、M&A等の中小企業が抱える高度な課題を解決する

ための官民一体での支援体制の構築や海外展開支援、人材育成・人材確保への支援、これらの支援

に必要な基盤整備等を実施する。

（２）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）

中小企業等が行う、革新的な製品・サービスの開発に必要な設備投資等を支援する。

（３）サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金） 

中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推進、サイバーセキュリティ対策、

インボイス制度への対応等に向けたITツー ルの導入を支援する。 

（４）小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）

小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組を支援する。 

（５）事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）

事業承継・Ｍ＆Ａに際し、設備投資等や、Ｍ＆Ａ・ＰＭＩの専門家活用費用等を支援する。 

（６）先進事例・支援策の周知広報や相談対応・ハンズオン支援

制度対応にかかる相談支援やハンズオン支援を実施するとともに、国内外の事業拡大等にかかる専門

家派遣等を支援する。

(独)中小企業
基盤整備機構

民間
団体等

国

交付金

（１）～（５）

中小企業生産性革命推進事業
令和６年度補正予算額3,400億円

中小企業庁

（１）イノベーションチーム、企画課、総務課、経営支援課、財務課、海外展開支援室

（２）（３）イノベーションチーム（４）小規模企業振興課 （５）財務課

補助

（定額）
補助

（1/2等） 中小
企業等

（６）中小企業の飛躍的成長に向けたソフト面の支援

(独)中小企業
基盤整備機構国

交付金
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予算額 令和6年度補正予算「中小企業生産性革命推進事業」3,400億円の内数

基本要件 以下の要件を全て満たす3～5年の事業計画書の策定及び実行
① 付加価値額の年平均成長率が+3.0％以上増加

② 1人あたり給与支給総額の年平均成長率が事業実施都道府県における最低賃金の直近5年間の年平均成長率以上
又は給与支給総額の年平均成長率が+2.0％以上増加

③ 事業所内最低賃金が事業実施都道府県における最低賃金+30円以上の水準
④ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を公表等（従業員21名以上の場合のみ）
※最低賃金引上げ特例適用事業者の場合、基本要件は①、②、④のみとする。

支援内容

補助対象経費 ＜共通＞機械装置・システム構築費（必須）、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費
＜グローバル枠のみ＞海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費

その他 収益納付は求めない。

令和6年度補正予算
「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」の概要

足下の賃上げ状況等を踏まえ、基本要件を見直し。
中小企業等の企業規模に応じた投資ニーズに対応するため、補助金額に係る従業員規模区分を見直し、補助金上限
額を一部拡充。
力強い賃上げの実現に向けて対応する中小企業等の取り組みを支援し、賃上げ環境を整備するため、最低賃金引上
げ特例を創設。

製品・サービス高付加価値化枠 グローバル枠

概 要 革新的な新製品・新サービス開発による高付加価値化 海外事業の実施による国内の生産性向上

補助上限額

（特例措置）

5人以下 750万円（850万円）
6～20人 1,000万円（1,250万円）
21～50人 1,500万円（2,500万円）
51人以上 2,500万円（3,500万円）

3,000万円（3,100万円～4,000万円）

大幅賃上げ特例（補助上限額を100～1,000万円上乗せ。上記カッコ内の金額は特例適用後の上限額。最低賃金引上げ特例事業者、各申請枠の上限額に達していない場合は除
く。下記①、②のいずれか一方でも未達の場合、補助金返還義務あり。）
①給与支給総額の年平均成長率+6.0%以上増加、② 事業所内最低賃金が事業実施都道府県における最低賃金+50円以上の水準

補 助 率

（特例措置）

中小企業1/2、小規模・再生2/3 中小企業1/2、小規模2/3

最低賃金引上げ特例（補助率を2/3に引上げ（小規模・再生事業者は除く）。
• 指定する一定期間において、3か月以上地域別最低賃金+50円以内で雇用している従業員が全従業員数の30%以上いること

※ 3～5年の事業計画に基づき事業を実施していただくと
ともに、毎年、事業化状況報告を提出いただき、事業
成果を確認します。

※ 基本要件等が未達の場合、補助金返還義務があります。
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IT導入補助金の概要

※⾚字は令和６年度補正予算での拡充点

インボイス枠

対象経費

活用
イメージ

商店街など、複数の中小・
小規模事業者で連携して

ITツール等を導入

(a)インボイス枠対象経費：
同右

(b)消費動向等分析経費：
50万円×グループ構成員数

(a)+(b）
合わせて3,000万円まで

(c)事務費・専門家費：200万円

セキュリティ
対策推進枠

ITツールを導入して、
業務効率化やDXを推進

ITツール等を導入して、
インボイス制度に対応

発注者主導でITツー
ルを受注者に共有し、
取引先のインボイス

対応を促す

サイバーセキュリティ
対策を進める

ITツール：
１機能：～50万円
２機能以上：～350万円

PC・タブレット等：
～10万円
レジ・券売機等：
～20万円

～350万円 5万円～150万円

(a)インボイス枠対象経費：
同右

(b)・(c)：2/3

～50万円以下：3/4
(小規模事業者：4/5)

50万円～350万円：2/3

ハードウェア購入費：1/2

クラウド利用料
（最大2年分）

サイバーセキュリティ
お助け隊サービス
利用料
（最大2年分）

中小企業：2/3

大企業：1/2

中小企業：1/2

最低賃金近傍の事業者：2/3

(3か月以上地域別最低賃金+50円
以内で雇用している従業員が全従業員
の30％以上であることを示した事業者)

ITツールの業務プロセスが
1～３つまで：
5万円～150万円

4つ以上：
150万円～450万円

ソフトウェア購入費、クラウド利用料（最大2年分）、
導入関連費（保守運用やマニュアル作成等のサポート費用に加えて、

IT活用の定着を促す導入後の”活用支援”も対象化）

ハードウェア購入費

インボイス対応類型

単独申請可能なツールの拡大

補助上限

補助率

通常枠
複数社連携
IT導入枠

電子取引類型

中小企業：1/2

小規模事業者：2/3
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持続化補助金の概要

• 小規模企業振興基本法に定める小規模企業振興基本計画において、重点施策として「ビジネスプラン等に基づく経営の
促進」や「需要開拓に向けた支援」が掲げられているところ。

• 当該施策方針に則り、商工会・商工会議所と一体となって経営計画を作成し、当該計画に基づいて行う販路開拓等の
取組を支援すべく、「小規模事業者持続化補助金」を措置。

補助上限

補助率

対象経費

要件

経営計画を作成し販路
開拓等に取り組む小規
模事業者

事業場内最低賃金を
50円以上引き上げる
小規模事業者

２／３
※賃金引上げ特例を選択した事業者のうち、⾚字事業者は３／４

機械装置等費、広報費、ウェブサイト関連費、展示会等出展費（オンラ
インによる展示会・商談会等を含む）、旅費、開発費、資料購入費、借
料、設備処分費、委託・外注費（税理士等への相談・コンサルティング費
用など）

免税事業者から
課税事業者に転換

昨年度補正予算
等からの主な
変更点

50万円 補助上限
50万円上乗せ

補助上限
150万円上乗せ

産競法に基づく「認定市
区町村による特定創業支
援等事業の支援」を受け
た小規模事業者

創業型

200万円
※インボイス特例は適用

令和6年能登半島
地震等における被
災小規模事業者

直接被害：200万円
間接被害：100万円

定額、２／３

ビジネス
コミュニティ型共同・協業型

・地域振興等機関・・・人件費、

委員等謝金、旅費、会議費、消

耗品・備品費、通信運搬費、印

刷製本費、雑役務費、委託・外

注費、水道光熱費

・参画事業者・・・旅費、借料、

設営・設計費、展示会等出展費、

保険料、広報費

専門家謝金、専門家
旅費、旅費、資料作
成費、借料、雑役務
費、広報費、委託費

50万円、
２以上の補助対象者が共同で

実施する場合は100万円

地域に根付いた企業の販路
開拓を支援する機関が地域
振興等機関となり、参画事業
者である１０以上の小規模
事業者の販路開拓を支援

5,000万円

・地域振興等機関に係る経費：定額
・参画事業者に係る経費：２／３

定額

商工会・商工会議所の
内部組織等
（青年部、女性部等）

左記に加え、車両購入
費

２／３

通常枠同様

一般型

通常枠 インボイス特例 賃金引上げ特例 災害支援枠

参画事業者を「小規模事業
者」に限定

卒業枠・後継者支援枠
を廃止

令和6年奥能登豪雨を
対象に追加
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事業承継・Ｍ＆Ａ補助金の概要

⚫ ①事業承継前の設備投資、②M&A時の専門家活用、③M&A後のPMIの実施、④廃業・再チャレンジの取組を支援。

承継前の設備投資等にかかる費用を補助

①事業承継促進枠 ②専門家活用枠

後継者先代経営者

５年以内に予定している
親族内承継、従業員承継が対象

M＆Aにかかる専門家費用を補助

③ＰＭＩ推進枠 ④廃業・再チャレンジ枠

M&Aが対
象

譲り渡し 譲り受け

Ｍ＆Ａ後のＰＭＩにかかる専門家費用
や設備投資を補助

M&Aが対象

譲り渡し 譲り受け

承継時に伴う廃業にかかる費用を補助

廃業後の再チャレンジが対象
廃業 新規事業

補助率 1/2or2/3
補助上限 800-１,000万円

【対象経費の例】
⚫ 店舗改装工事費用
⚫ 機械装置の調達費用

■買い手支援類型
補助率 1/3・1/2or2/3
補助上限 600万円、2,000万円※

※100億企業支援要件を満たす場合

■売り手支援類型
補助率 1/2or2/3
補助上限 600万円

【対象経費の例】
⚫ M&A仲介業者やFAへの手数料価値
算定費用

⚫ DD費用（DDを実施する場合、DD
費用として200万円を加算）

■ＰＭＩ専門家活用類型
補助率 1/2
補助上限 150万円

■事業統合投資類型
補助率 1/2or2/3
補助上限 800-1,000万円

【対象経費の例】
⚫ PMI専門家への委託費用
⚫ 設備の規格統一など、事業統合に係
る設備投資費用

補助率 1/2or2/3
補助上限 150万円

【対象経費の例】
⚫ 廃業支援費、在庫処分費、解体費、
現状回復費

事業譲渡に伴う廃業が対象

廃業 一部譲り受
け

譲り渡し 譲り受け

M&Aが対象

■ＰＭＩ専門家活用類型

■事業統合投資類型

■買い手支援類型■売り手支援類型
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申請類型 補助上限額 補助率

ものづくり補助金

※旧オーダーメイ
ド枠は中小企業
省力化投資補
助事業へ移行

①製品・サービス高付加価値化枠

5人以下 750万円（850万円）
6～20人 1,000万円（1,250万円）
21～50人 1,500万円（2,500万円）
51人以上 2,500万円（3,500万円）

中小：1/2※、小規模・再生：2/3

②グローバル枠 3,000万円(3,100万円～4,000万円) 中小：1/2、小規模：2/3

＜上限額特例＞

大幅賃上げ特例（補助上限額を100～1,000万円上乗せ。上記カッコ内の金額は特例適用後の上限額。最低賃金引上げ特例事業者、各申請枠の上限額に達
していない場合は除く。下記①、②のいずれか一方でも未達の場合、補助金返還義務あり。）
① 給与支給総額の年平均成長率+6.0%以上増加、② 事業所内最低賃金が事業実施都道府県における最低賃金+50円以上の水準
＜補助率特例＞

最低賃金引上げ特例（補助率を2/3に引上げ（小規模・再生事業者は除く）。
• 指定する一定期間において、3か月以上地域別最低賃金+50円以内で雇用している従業員が全従業員数の30%以上いること

持続化補助金
※災害枠除く
※コミュニティ・ビ
ジネス型は割愛

＜Ⅰ一般型＞
①通常枠、②インボイス特例、③賃金引上げ特例
＜Ⅱ創業型＞＜Ⅲ共同・協業型＞

＜Ⅰ一般型＞①：50万円
②：上限＋50万円 ③：上限＋150万円
＜Ⅱ創業型＞200万円 ＜Ⅲ共同・協業型＞5,000万円

2/3
※③のうち⾚字事業者は3/4

IT導入補助金

通常枠

ITツールの業務領域が１～３まで
：5万円～150万円

中小：1/2
最低賃金近傍の事業者：2/3
(3か月以上地域別最低賃金+50円以
内で雇用している従業員が全従業員の
30％以上であることを示した事業者)

ITツールの業務領域が４以上
：150万円～450万円

複数社連携IT導入枠

①インボイス対応類型の対象経費と同様
②50万円×グループ構成員数
①＋②合わせて～3,000万円

③事務費・専門家費：200万円

①インボイス対応類型と同様
②③：2/3

インボイス枠

インボイス対応類型
ITツール：１機能：～50万円  ２機能以上：～350万円

PC・タブレット等：～10万円
レジ・券売機等：～20万円

～50万円以下：3/4

 (小規模事業者：4/5)

50万円～350万円：2/3ハードウェア

購入費：1/2

電子取引類型 ～350万円
中小：2/3
大企業：1/2

セキュリティ対策推進枠
5万円～150万円 中小：1/2

小規模：2/3

中小企業生産性革命推進事業の類型比較（1/2）
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申請類型 補助上限額 補助率

事業承継・M&A
補助金 事業承継促進枠

800万円～1,000万円※
※一定の賃上げを実施する場合、補助上限を1,000万円に引
き上げ

1/2 ※
※ 中小企業者等のうち、小規模事業者に該当
する場合2/3

専門家活用枠
①買い手支援類型
②売り手支援類型

①買い手支援類型：600～800万円※１、
2,000万円※２

②売り手支援類型：600～800万円※１
※１：800万円を上限にDD費用の申請する場合に

200万円を加算
※２：100億円企業要件を満たす場合

①買い手支援類型：2/3 ※１
※１ 100億円企業要件を満たす場合：

1,000万円以下の部分は1/2
1,000万円超の部分は1/3

②売り手支援類型：1/2 ※２
※２ ①⾚字、②営業利益率の低下（物価高

影響等）のいずれかに該当する場合2/3

PMI推進枠
①PMI専門家活用類型
②事業統合投資類型

①PMI専門家活用類型：150万円
②事業統合投資類型：800万円～1,000万円※
※一定の賃上げを実施する場合、補助上限を1,000万円に引
き上げ

①PMI専門家活用類型：1/2
②事業統合投資類型：1/2 ※
※ 中小企業者等のうち、小規模事業者に該当
する場合2/3

廃業・再チャレンジ枠
150万円※
※事業承継促進枠、専門家活用枠、事業統合投資類型と併
用申請する場合は、それぞれの補助上限に加算

1/2・2/3※
※事業承継促進枠、専門家活用枠、事業統合
投資類型と併用申請する場合は、各事業におけ
る事業費の補助率に従う

中小企業生産性革命推進事業の類型比較（2/2）
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2．中小企業・小規模事業者向け経済対策・補正予算

(新事業展開支援)
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2．中小企業・小規模事業者向け経済対策・補正予算

(成長投資支援)

32



33



34



成長加速化補助金
⚫ 賃上げへの貢献、輸出による外需獲得、域内の仕入による地域経済への波及効果が
大きい売上高100億円を越える中小企業を目指す中小企業の大胆な投資を支援。

項目 内容

1 予算額 3,400億円の内数（1,000億円程度）

2
補助上限
額

５億円（補助率1/2以内）

3 事業期間 交付決定日から24か月以内

4
補助対象

者

売上高100億円を目指す中小企業

※売上高が10億円以上100億円未満である必要がありま
す。
※事前に「100億宣言」を行う必要があります。

5
補助事業
の要件

① 投資額1億円以上

② 賃上げ要件 （事業終了後 3.4％×3年
間）

６ 対象経費
建物費（拠点新設・増築等）、機械装置費（器
具・備品費含む） 等
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2．中小企業・小規模事業者向け経済対策・補正予算

(省力化投資支援)
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（出典）2024年版「中小企業白書」

⚫ 我が国の構造的な人手不足の進展により、企業の人員確保は年々厳しくなることが
予想される。直近では、中小企業の課題認識は「売上額」から「人手不足」に移行。

⚫ 中小企業が人手不足を乗り越え、売上・収益の拡大を目指すためには、労働生産性
の向上が必須。中小企業の売上高が改善傾向にある今こそ、省力化投資を進める
機会。

中小企業の売上額、従業員過不足への認識

売上は改善傾向

人手不足は悪化

※１．売上額DIは、今期の売上額について、全年同期と比べて「増加」と答えた企業の割合
（％）から、「減少」と 答えた企業の割合（％）を引いたもの。

 ２．従業員過不足DIとは、従業員の今期の水準について、「過剰」と答えた企業の割合
（％）から、「不足」と答えた企業の割合（％）を引いたもの。

省力化投資の実施有無と、売上高・経常利益の変化との関係

※１．人手不足対応を目的とした設備投資は、直近5年間の実施有無を聞いたもの。

 ２．売上高及び経常利益の変化率は、2022年と2017年を比較して算出したもの。

我が国の中小企業における省力化投資の重要性
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

導入支援イメージ

中小企業省力化投資補助事業

3,000億円 （中小企業等事業再構築促進基金を活用 令和6年に再編） 中小企業庁 経営支援部 イノベーションチーム

事業目的

中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人手不
足に悩む中小企業等に対して、省力化投資を支援する。
これにより、中小企業等の付加価値額や生産性向上を図り、賃上
げにつなげることを目的とする。

事業概要

（１）カタログ注文型
清掃ロボット、自動券売機、スチームコンベクションオーブン、無人搬
送車等の人手不足解消に効果がある汎用製品を「カタログ」に掲載
し、中小企業等が選択して導入できるようにすることで、簡易で即効
性がある省力化投資を促進する。

（２）一般型
業務プロセスの自動化・高度化やロボット生産プロセスの改善、デジタ
ルトランスフォーメーション(DX)等、中小企業等の個別の現場の設備
や事業内容等に合わせた設備導入・システム構築等の多様な省力
化投資を促進する。

補助

（1/2）
独立行政法人

中小企業基盤整備機
構

中小
企業
等

国

補助

（基金）

※これまで実施してきた中小企業等事業再構築促進事業のスキーム

枠・類型 補助上限額 ※カッコ内は大幅賃上げを行う場合 補助率

カタログ
注文型

5人以下 200万円（300万円）
6~20人 500万円（750万円）
21人以上    1000万円（1500万円）

1/2

一般型 5人以下         750万円（1,000万円）
6～20人 1,500万円（2,000万円）
21～50人    3,000万円（4,000万円）
51～100人  5,000万円（6,500万円）
101人以上  8,000万円（1億円）

1/2、小規模・再生 2/3

※補助金額1,500万円ま
では1/2もしくは2/3、
1,500万円を超える部分
は1/3
※最低賃金引上げ特例：
補助率を2/3に引上げ
（小規模・再生事業者は
除く。）

カタログ注文
型

一般型

・自動券売
機

・無人搬送車 ・カスタマイズ機器 ・ソフト＋ハード
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中堅・中小企業等の生産性向上・省力化・成長投資支援策

事業名
中堅・中小大規模 

成長投資補助金

中小企業成長加速化

補助金

中小企業新事業進出

補助金

ものづくり・商業・サービス

生産性向上促進補助金

中小企業省力化投資

補助金（一般型）

中小企業省力化投資

補助金（カタログ注文型）

予算額 総額3,000億円 3,400億円(生産性革命推進事業)の内数 1,500億円 3,400億円(生産性革命推進事業)の内数 3,000億円

目 的 生産性向上や事業
規模拡大のために行
う工場等の新設など
大規模な設備投資を
支援

売上高100億円を目指す成長
指向型の中小企業の大胆な設
備投資を支援

新市場・高付加価値事
業への新規参入にかかる
設備投資等を支援

生産性向上や持続的な賃上
げに向けた新製品・新サービス
の開発に必要な設備投資等
を支援

業務プロセス自動化や生産
プロセス改善、DX等の設備
導入・システム構築等の多
様な省力化投資を促進

人手不足解消に効果があ
る汎用製品をカタログから選
択・導入し、簡易で即効性
がある省力化投資を促進

補助上限

補助率

・50億円
・中堅・中小企業1/3

・5億円
・中小企業1/2

・2,500万円～7,000万
円

（3,000万円～9,000万円）

・中小企業等1/2

【製品・サービス高付加価値化
枠】
・750万円～2,500万円
（850万円～3,500万円）

・中小企業1/2、小規模・再生
2/3
【グローバル枠】
・3,000万円
（3,100～4,000万円）

・中小企業1/2、小規模2/3

・750万円～8,000万円
（1,000万円～１億円）

・中小企業1/2、小規模・再
生2/3

・200万円～1,000万円
（300万円～1,500万円）

・中小企業1/2

補助対象経

費

建物費、機械装置費、
ソフトウェア費、外注
費、専門家経費

建物費、機械装置費、ソフト
ウェア費、外注費、専門家経費

建物費、構築物費、機
械装置・システム構築費、
技術導入費、専門家経
費、運搬費、ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞ
ｽ利用費、外注費等

【共通】機械装置・システム構
築費（必須）、技術導入費、
専門家経費等

【グローバル枠のみ】海外旅費、
通訳・翻訳費、広告宣伝・販
売促進費

カスタマイズ機器、ソフト＋
ハード

人手不足解消に効果があ
るロボットやIoT等カタログに
登録された省力化製品
（自動券売機、無人搬送
車等）の導入に要する費
用

要 件 ・従業員数2,000人
以下
・投資額10億円以上
・賃上げ要件あり

・投資額1億円以上
・売上高100億円の実現を目
指す宣言を行っていること
・賃上要件あり

企業の成長・拡大に向
けた新規事業への挑戦、
付加価値額、給与支給
総額、事業所内最低賃
金等の要件あり

付加価値額、給与支給総額、
事業所内最低賃金等の要件
を全て満たす３～５年の事業
計画書の策定及び実行

詳細未定 労働生産性向上や賃上げ
等の要件を満たす事業計
画に基づいて、販売事業
者と共同で取り組む事業

公 募 令和７年２月ｰ３月
頃公募開始予定

令和７年３月 第１回公募
要領公開予定

未定 未定 未定 随時受付中

令和７年1月時点版

■大幅賃上げ特例（補助上限額を上乗せ）
：もの補助100万円～1,000万円、省力化投資100万円～2,000万円

■最低賃金引上げ特例（補助率を2/3に引き上げ、小規模・再生事業者は除く）
：もの補助、省力化投資(一般型)

■大幅賃上げ特例
（補助上限額を上乗せ）
：500万円～2,000万円

※補助金額1,500万円までは
   1/2もしくは2/3、1,500万円  
を超える部分は1/3
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事業名
事業再構築補助金

（第１３回公募）

予算額 ー

目 的 新市場進出、事業・業種転換、事業再編等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援

補助上限

補助率

【成長分野進出枠（通常類型）】
・1,500万円～6,000万円
（2,000万円～7,000万円）

・中小企業1/2、中堅企業1/3

【成長分野進出枠（GX進出類型）】
〈中小企業〉
・3,000万円～8,000万円
（4,000万円～1億円）

・中小企業1/2、中堅企業1/3
〈中堅企業〉
・1億円（1.5億円）

・中小企業1/2、中堅企業1/3

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
【コロナ回復加速化枠（最低賃金類型）】
・500万円～1,500万円
・中小企業3/4、中堅企業2/3

補助対象経費 建物費（建物の建築・改修等）、機械装置・システム構築費、技術導入費（知的財産権導入に要する経費）、
外注費（加工、設計等）、広告宣伝費・販売促進費（広告作成、媒体掲載、展示会出展等）、研修費（教
育訓練費等）等

要 件 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業、事業計画について金融機関等や認定経営革新
等支援機関の確認を受けること、付加価値額等の共通要件のほか、事業類型毎に個別要件あり

公 募 令和７年１月１０日（金）～令和７年３月２６日（水）
※申請受付：調整中

■短期に大規模賃上げを行う場合、補助上限額を上乗せ
通常類型：500万円～1,000万円
GX進出類型（中小）：1,000万円～2,000万円
GX進出類型（中堅）：5,000万円

■補助率引き下げ
コロナで抱えた債務の借り換えを行っていない場合
：中小2/3、中堅1/2

■短期に大規模賃上げを行う場合、補助率を引き上げ
通常類型・GX進出類型：中小2/3、中堅1/2

■卒業促進上乗せ措置（補助上限額を上乗せ）
：中小・中堅企業等から中堅・大企業等へ規模拡大する事業者を支援

■中長期大規模賃金引上促進上乗せ措置（補助上限額を上乗せ）
：継続的な賃金引上げ及び従業員増加に取り組む事業者を支援

中堅・中小企業等の生産性向上・省力化・成長投資支援策
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2．中小企業・小規模事業者向け経済対策・補正予算

(活性化に向けた支援)
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価格転嫁、取引適正化対策

①下請代金法 (下請代金の減額や、買いたたき等を禁⽌する規制法。公取委が主管、中企庁も執行を共管。)

②下請振興法 (望ましい下請取引の在り方「振興基準」を策定し、事業者に指導・助言。中企庁が主管。)

③フリーランス法（特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律）(フリーランスの取引環境、就業環境の整備。2024年秋施行。)

１. 法律の厳正な執行

２. 取引実態把握

①下請Gメン（R5:300名→R6:330名）が、取引実態をヒアリング（年間 約1万２千件）

① 取引適正化のための⾃主行動計画（29業種・78団体）の改訂・徹底。

② パートナーシップ構築宣⾔(55,700社超)

３.⾃主的な取引適正化の促進

①価格交渉促進月間（2021年9月から開始。毎年9月、3月に実施し、その後フォローアップ調査を実施）

②労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（周知・徹底、振興基準改定）

４. 価格交渉・価格転嫁の促進
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取引方針の改善サイクル（個別企業および各業界全体）

⚫ 毎年２回（3月・9月）の 「価格交渉促進月間」の取組みにより、下請中小企業から情報を収集し、その
結果の公表、指導・助言等により、個別企業の取引方針の改善を促してゆく。

⚫ 各業界団体においては、下請Ｇメンによる情報収集、課題分析に基づく改善指摘を踏まえ、取引適正化の
ための「⾃主行動計画」の改善・徹底、毎年のフォローアップにより、業界全体での取引適正化に取り組む。

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査

各業界団体で
業種特有の課題
指摘・改善提案を

受⽌め

改定案 

承認

結
果
公
表

（
業
種
ラ
ン
キ
ン
グ
等
）

３
月
価
格
交
渉
促
進
月
間

業所管
省庁への

報告

下請Gメン330名体制、年間約１万件ヒアリング、 業種ごとの課題の把握・分析

業
所
管
省
庁
・
中
小
企
業
庁

関係
省庁
会議

成
果
の
報
告
・
確
認
、
今
後
の
方
針
の
指
示

官邸から各省へ
改定・徹底の指示

公正取引委員会と中小企業庁との連携

企
業
リ
ス
ト
公
表

指
導
・
助
⾔
の
実
施

９
月
価
格
交
渉
促
進
月
間

親事業者の取引方針改善

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査

【関係省庁会議】

⾃主行動計画の
改定・徹底の

フォローアップを実施。

3月 ７月４月 ５月 ６月 ８月 ９月・・・・

自主行動計画の

改定作業開始

１．下請からの情報を活用した取引方針の改善（価格交渉促進月間）

２．業界団体を通じた取引適正化のプロセス体系化・強化

47



新規事業立ち上げや既存
事業の拡大のための

資金を調達したい

販路拡大や人材育成などの

経営課題を相談したい

登録

データベース

マッチング

面談・商談 ※システム外

⚫ 成長加速マッチングサービスに登録された企業（※1）を金融機関や認定支援機関をはじめとする
支援機関が検索し、関心を持った企業に対してコンタクトができる。
※1 補助金や認定計画申請企業に対して積極登録いただくことを想定

⚫ 支援機関は、金融機関や投資機関、各士業等の認定支援機関、商工会・商工会議所、よろず支援拠
点等を想定。

中小企業 支援機関

成長加速マッチングサービス

銀行、信用金庫、信用組合、
投資機関、税理士、公認会計
士、中小企業診断士等
の士業、民間コンサルタント
会社、商工会・商工会議所、
よろず支援拠点 など

新たな支援先を探したい

中小企業庁 成長加速マッチングサービスの概要

登録・検索
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新規輸出１万者支援プログラムの概要

⚫ 「新規輸出１万者支援プログラム」は、新たに輸出に取り組む事業者を経済産業省、中

小企業庁、ジェトロ及び中小機構が一体となり支援するプログラム。

⚫ 本プログラムは、全国の商工会議所、商工会等の協力を得て普及を図り、日本公庫、

INPIT及びNEXI等と連携し、新たな輸出の実現を支援している。

新規輸出１万者支援
プログラム

相談・登録

カウンセリング

最適な支援策

紹介

課題整理・提案

新たに輸出に
取り組む事業者支援機関など

商工会議所、商工会

中小企業団体中央会、

自治体、金融機関 など

運営

経済産業省、中小企業庁

ジェトロ、中小機構

支援機関など

ジェトロ、中小機構、

日本公庫、INPIT、NEXI など

関係省庁など

経済産業省、中小企業庁、

特許庁、農林水産省 など

中堅・中小企業、

小規模事業者、

個人事業主 など

■ 「新規輸出１万者支援プログラム」のスキーム

49



中小企業活性化協議会とは…

こういった悩みを抱える中小企業に、金融機関・専門家・各種支援機関と連携しながら、

「収益力改善」、「事業再生」、「再チャレンジ」の３つのフェーズで支援を実施
するいわば「中小企業の駆け込み寺」です
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⚫ 中小企業活性化協議会は、産業競争力強化法に基づき2003年に創設された中小企業
再生支援協議会が前身。中小企業の「駆け込み寺」として全国47都道府県に設置し、地
銀OBや士業等の専門家を配置。

⚫ 中小企業の収益力改善・事業再生・再チャレンジの最大化を目指し、中小企業活性化協
議会がハブとなり、事業者のフェーズに応じて認定経営革新等支援機関、中小企業活性化
協議会が伴走支援する体制を整備。

中小企業活性化協議会の概要

中
小
企
業
活
性
化
協
議
会
が
一
元
的
に
対
応

計画策定・金融調整支援

再チャレンジフェーズ再生フェーズ収益力改善フェーズ
相談対応

早期経営改善支援（’17～）

• 金融支援まで至る前段階において、早期の経
営改善を必要とする事業者が対象。

• 事業者は、認定経営革新等支援機関の助け
を借りて、資金繰り計画等の基本的な計画を
策定。

経営改善支援（’13～）（中小版GL枠：’22～）

• リスケ、新規融資等の金融支援を必要としているものの自らの力では経営改善計画を策定できない
事業者が対象。事業者は、認定経営革新等支援機関の助けを借りて経営改善計画を策定。

• 私的整理に取り組む事業者を対象とし、中小企業の事業再生等のための私的整理手続（中小版
GL）に基づき、事業者は認定支援経営革新等支援機関、第三者支援専門家等の助けを借りて
計画を策定。

再生支援（’03～）

• 収益性のある事業はあるが、財務上の問題が
ある事業者が対象。

• 専門家の助けを借りて、債権放棄や第二会社
方式などの抜本的な再生手法を含む再生計
画を策定。

再チャレンジ支援（’18～）

• 事業継続が困難な中小企業、経営者等が対
象。

• 円滑な廃業・経営者等の再スタートに向け、
新協議会は、中小版GLや経営者保証GL等
を活用し、弁護士等の外部専門家をサポート。

収益力改善支援（’22～） 

• 有事に移行する恐れのある中小企業が対
象。

• 収益力改善計画（収益力改善アクションプ
ラン＋簡易な収支・資金繰り計画）の策定
を支援。

プレ再生支援（’22～）

• 将来の本格的な再生計画策定を前提とした
経営改善を支援。

認定経営革新等支援機関が伴走

中小企業活性化協議会が伴走
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事業承継・引継ぎ支援センターによるワンストップ支援
⚫ 産業競争力強化法に基づき2011年に創設。全国47都道府県に設置した「事業承継・引継ぎ支援セン

ター」では、親族内承継・第三者承継問わず、支援ニーズの掘り起こしからニーズに応じた支援までワンス
トップで実施。

⚫ 事業承継・引継ぎ支援センターの相談件数・成約件数ともに増加傾向で、令和5年度には相談件数が
23,722件、成約件数が3,581件に達した。

事業承継・引継ぎ支援センターの実績

支援スキーム

250 
994 

1,634 

2,894 

4,924 

6,292 

8,526 

11,477 
11,514 11,686 

20,841 

22,361 

23,722 

0 17 33 
102 

209 

430 

687 

923 

1,176 

1,379 

2,557 

2,951 

3,581 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

相談件数（右軸） 成約件数（左軸）

事業承継診断の実施

中小企業・小規模事業者

事業承継ネットワーク構成機関

事業承継・引継ぎ支援センター

相談対応

親族内承継支援 第三者承継支援

役員・従業員承継 M&A

ニーズに応じた様々な支援

事業承継計画策
定支援

株主移転
代表権変更

M&A成立に向けた
支援

（注）R3年度に事業承継ネットワークと統合
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⚫ 平成29年度から早期・計画的な事業承継に対する経営者の「気付き」を促すため、全国に
商工会・商工会議所、金融機関等の身近な支援機関から構成される「事業承継ネットワー
ク」を構築。

⚫ プッシュ型の事業承継診断による経営者の事業承継に係る課題やニーズの掘り起こしは過
去５年間累計で約98万件実施。

事業承継ネットワーク

53



⚫ ①各地域に支援機関は存在しているが、会員でない企業にとっては相談することに心理的な
ハードルが存在、②⾃社の課題が明確化されておらず、漠然とした質問をしたいが、誰に質問
して良いか分からない、等の課題が存在。

⚫ 支援機関の観点からは、多様な支援機関が課題毎に存在しており、機能を有機的に結びつ
ける機関が不在という課題もあった。

⚫ これらの課題を踏まえ、平成26年に、①ワンストップ機能、②コーディネート機能、③高度な
経営アドバイス機能、を持つ「よろず支援拠点」を全国の都道府県に１箇所ずつ設置。

よろず支援拠点について（よろず支援拠点の3機能）

１．ワンストップ機能
「どこに相談したらよいか分からない」といった中小企業・小規模事業者等に対して、よろず支援拠点

の専門家が課題を整理したうえで、的確な支援機関（地域の士業やITコーディネーター、弁理士等）等を
紹介するとともに、国等の支援施策の活用促進や制度改善に関する要望を汲み取る、ワンストップ窓口機
能を提供する。
２．コーディネート機能
個々の支援機関では対応できない課題について、商工会・商工会議所、金融機関等の地域の支援機関等

をつなぐハブとして、総合的な課題解決に取り組む。
３．高度な経営アドバイス機能
中小企業診断士やITコーディネータ―をはじめとする様々な分野の専門家が、幅広い視野から、企業経

営者が抱える課題の本質を見抜き、気付きを与えるとともに、市場動向やメディア戦略など企業経営の中
身まで一歩踏み込んだ支援を行う。

「よろず支援拠点」の３機能
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よろず支援拠点におけるワンストップ支援のイメージ
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2025年以降の中小企業向け資金繰り支援について
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2025年1月以降の中小企業向け資金繰り支援の全体像

２０２４年

57



３０年ぶりの高い水準の賃上げ率を一過性のものとせず、構造的・持続的な賃上げを実現することを目指す。

賃上げ促進税制の拡充及び延長（所得税・法人税・法人住民税・事業税）

※１ 「資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上」又は「従業員数2,000人超」のいずれかに当てはまる企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出を行うことが適用の条件。それ以外の企業は不要。
※２ 従業員数2,000人以下の企業（その法人及びその法人との間にその法人による支配関係がある法人の従業員数の合計が１万人を超えるものを除く。）が適用可能。

ただし、資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上の企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要。
※３ 中小企業者等（資本金１億円以下の法人、農業協同組合等）又は従業員数1,000人以下の個人事業主が適用可能。
※４ 継続雇用者とは、適用事業年度及び前事業年度の全月分の給与等の支給を受けた国内雇用者（雇用保険の一般被保険者に限る）。
※５ 全雇用者とは、雇用保険の一般被保険者に限られない全ての国内雇用者。
※６ 税額控除額の計算は、全雇用者の前事業年度から適用事業年度の給与等支給増加額に税額控除率を乗じて計算。ただし、控除上限額は法人税額等の20％。
※７ 教育訓練費の上乗せ要件は、適用事業年度の教育訓練費の額が適用事業年度の全雇用者に対する給与等支給額の0.05％以上である場合に限り、適用可能。
※８ 繰越税額控除をする事業年度において、全雇用者の給与等支給額が前年度より増加している場合に限り、適用可能。

全
企
業

中
小
企
業

中
堅
企
業

継続雇用者※４

給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率
※６

教育
  訓練費※７

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％

＋10％
５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

プラチナえるぼし

５％
上乗せ

35％
＋４％ 15％

＋５％ 20％

＋７％ 25％
※１

※２

※３

継続雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％
＋10％

５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

えるぼし三段階目以上

５％
上乗せ

35％
＋４％ 25％

継続雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 15％

＋20％
５％
上乗せ

30％
＋４％ 25％

ー ー

ー ー

全雇用者※５

給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋1.5％ 15％
＋５％

10％
上乗せ

くるみん
ｏｒ

えるぼし二段階目以上

５％
上乗せ

45％
＋2.5％ 30％

全雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

最大
控除率

＋1.5％ 15％
＋10％

10％
上乗せ

40％
＋2.5％ 30％

改正後 【措置期間：３年間】 改正前 【措置期間：２年間】

中小企業は、賃上げを実施した年度に控除しきれなかった金額の５年間の繰越しが可能※８。
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